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はじめに

　平成10年の12月にNPO法（特定非営利活動促進法）が施行され、平成11
年4月に初めてNPO法人が誕生してから丸々 13年が経ちました。最近はマス
コミや地方自治体からの情報によってNPOという言葉も浸透し、誰でもNPO
といえば、社会貢献団体であることはわかるようになりました。
　当初は「PKO」とか「NOP」などと間違って使われることも日常茶飯事で
したが、最近はそれもなくなりました。
　そして、NPO法人の人気もうなぎのぼり、認証数も４万法人を超えています。
　しかし、誰でも簡単にNPO法人格が取得できるのかというと、その答えは
残念ながらNOなのです。逆に、急激にNPOの数が増えすぎたため、行政側
の審査も年々厳しくなっています。誰でも簡単に設立できた時代は今や昔とい
う感じがします。また、NPO法人をつくろうとしても、何から手をつけてよい
のか、どんな手順で進めていけばよいのかわからないという声をよく聞きます。
　せっかく書類をつくって所轄庁に提出しても、一度では受理されず何度も直
されているうちに月日が経過し、当初の思いも消え、結局法人格取得をあきら
めてしまう団体も依然として多くみられるのです。まことに残念でなりません。
　そこで本書は、難しい法律用語や法人設立方法をできる限りやさしく解説し、
誰にでもわかるように、それぞれの段階でどんなことを考え、どんな作業や手
続きが必要になってくるのかにポイントを置きながら、誰でも簡単に設立まで
こぎつけるように、書式をふんだんに使いながら書き下ろしました。
　さらに、平成24年４月に施行された改正特定非営利活動促進法に完全に準
拠された内容となっていますので、これから申請する人にはピッタリの参考書
となるでしょう。
　新しくNPO法人をつくりたい、または今の任意団体を法人化したいという
市民団体や社会起業家に向け、これ1冊で誰でも設立できるようなまったく新
しい完全入門マニュアルとして、ご活用いただきたいと願っております。
　そして、日本全国で多くのNPO法人が世のため人のための社会事業を展開
し、人に優しい素晴らしい国「日本」になればと願っています。

平成25年４月１日　福島　達也
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1  設立認証申請書 （提出：１部）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年３月22日
東京都知事　殿 ⬅ ❷
　　　　　申請者　　　　〒154-1919
　　　　　　　　　　住所又は居所　東京都世田谷区やせ馬四丁目24番９号
　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　名　徳川　家康　㊞　　    ⬅ ❹
　　　　　　　　　　　　　電　話　番　号　03-××××-××××　⬅ ❺
　　　　　　　　　　　　　ファクシミリ番号　03-××××-××××　⬅ ❻

特定非営利活動法人設立認証申請書
　特定非営利活動促進法第10条第１項の規定により、下記のとおり特定非営
利活動法人を設立することについて認証を受けたいので、申請します。

記
（フリガナ） 
１ 　特定非営利活動法
人の名称

特
トク

定
テイ

非
ヒ

営
エイ

利
リ

活
カツ

動
ドウ

法
ホウ

人
ジン

高
コウ

齢
レイ

者
シャ

救
キュウ

済
サイ

1
ヒャクトウ

1 0番
バン

（フリガナ） 
２ 　特定非営利活動法
人の代表者の氏名

徳
トク

川
ガワ

　家
イエ

康
ヤス

３ 　主たる事務所の所
在地

郵便番号105-1919 
　東京都港区湾岸一丁目２番３－456号 
電  話  番  号　未定 
ファクシミリ番号　未定

４ 　定款に記載された
目的

この法人は、主に日常生活に手助けを必要とする高齢者に
対し、家事や掃除、食事、移動、買い物等の日常の生活に
関するサポートやトラブル防止を図るため、高齢者の生活
上の様々な問題や対策等についてのセミナーの開催、会報
の発行等による情報の収集及び提供、また実際手助けを必
要とする高齢者の元に直接駆けつけ、援助することにより、
高齢者が安心して暮らし、楽しい毎日を送ることができる
よう、福祉の増進に寄与することを目的とする。

　設立認証申請書とは、NPO法人設立認証を申請するための鑑となる用紙で
す。申請する所轄庁によってフォーマットが異なりますから、注意してください。

１．設立認証申請書作成例

⬅ 12

⬅ 11

⬅ ❽

⬅ ❸

⬅ ❾

⬅ 10

❶❼
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❶ 申請書を提出する日を記入する。ただし、郵送申請の場合は郵送日となる。

❷ 所轄庁が横浜市の場合は、「横浜市長　殿」とする。
❸ 申請者は、設立総会などで選任された設立代表者のことであり、必ずしも
法人の代表者でなくてもよい。申請者が個人の場合、「住所又は居所」は、
申請者の自宅の住民票どおりの住所を記載する。法人の事務所所在地ではな
い。

❹ 申請書の印鑑は、認印でよい。
❺ 「電話番号」の欄は連絡がつきやすい番号を記載する。携帯電話の番号で
もよい。

❻ FAXがない場合は、「ナシ」と記入。
❼ 所轄庁の受理日は、現実に窓口で申請書類を受理した日となるので、申請
日と若干ずれる場合もあります。

❽ 「特定非営利活動法人の名称」の欄は、定款どおりに記載する。なお、名
称は、同一名義の法人がすでに登記してある場合でも登記可能である。

❾ 「特定非営利活動法人の代表者の氏名」の欄は、設立後の法人を代表する
者（通常は理事長）の氏名を記載する。 

10 「主たる事務所の所在地」の欄は、事務所の所在地の字地番まですべて記
載する。ここに記載の住所地の都道府県や政令指定都市に書類を提出するこ
とになる。

11 電話番号やFAX番号は申請時には決まっていない場合、「未定」と記入し
てもよい。

12 「定款に記載された目的」は、定款の目的と同じで、一言一句変えてはな
らない。
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６．財産目録（原則はＡ４の用紙）

平成25年度　財産目録

平成25年７月26日現在

特定非営利活動法人高齢者救済110番
科　　目 金　　額（単位：円）

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産
　　　　現金預金
　　　　　現金　　　現金手許有高 0
　　　　　普通預金　三菱東京UFJ銀行　新宿中央支店 0
　　流動資産合計 0

　２　固定資産
　　　　什器備品 0
　　固定資産合計 0
　　資産合計 0

Ⅱ　負債の部
　１　流動負債 0
　　流動負債合計 0

　２　固定負債 0
　　固定負債合計 0
　　負債合計 0
　　　正味財産 0

　　　　　　本書は当法人の財産目録に相違ありません。　⬅ ❸

　　　　　　特定非営利活動法人高齢者救済110番
　　　　　　理事　徳川　家康　　　㊞　⬅ ❹

⬅ ❷

⬅ ❶
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❶ この日付は、登記申請書を提出する日となる。

❷ 財産目録は新しく団体を設立する場合は０円が原則である。
　任意団体から法人化した場合は、任意団体の最後の残余財産をそのまま記入
してもよいが、通常は任意団体の解散とNPO法人の設立登記日は同じ日に
ならないことが多いため、任意団体から法人化した場合も、財産目録は０円
にしておくことが望ましい。

　その場合、法人化後、時期をみて任意団体を解散し、その残余財産を寄付金
としてこのNPO法人に繰り入れることがよいだろう。最終的には決算の時
までに繰り入れていれば問題はない。

❸ NPO法人の財産目録には原本というものは存在しない。そこで、代表者
自らの名前でこの財産目録は原本と同じ、つまり、正式な財産目録であると
自己証明（約束）しなければならない。
「本法人の財産目録に相違ありません。」と記入してもよい。 

❹ 法人代表者印を押印する。 
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認定特定非営利活動法人 
（通称：認定NPO法人）とは1

　認定特定非営利活動法人（以下、「認定NPO法人」）とは、NPO法人のうち、
その運営組織および事業活動が適正であって公益の増進に資するものとして、
一定の基準をクリアすれば、所轄庁から認定を受けることができるもので、
NPO法人よりも一段上の位といっても過言ではないでしょう。
　認定NPO法人になると、税制上のメリットなどがある反面、申請がさらに
複雑で、ガラス張りの運営を求められるなど、簡単に認定されるわけではあり
ません。
　従来は国税庁が認定事務を行っていましたが、NPO法の改正により平成24
年４月１日からは、主たる事務所の所在する都道府県・政令指定都市が所轄庁
として、認定事務を行うことになりました。
　これにより、NPO法人にとって身近な所轄庁で、認定の相談や申請ができ
るようになっただけではなく、厳しい基準をすべてクリアできなくても、「仮
認定制度」が創設されたこともあり、認定NPO法人になるための道が広がり
ました。今後は、多くの社会貢献活動が市民に認知され、寄付が集まり、より
活動が発展していくことが期待されています。 

●認定NPO法人への道
 

所轄庁
（都道府県・政令指定都市）

の認証

所轄庁
（都道府県・政令指定都市）

の認定

法人格の付与 税の優遇措置

任
意
団
体

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
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　市民や企業からの寄付を促すことにより、NPO法人の活動を支援すること
を目的として、平成13年10月１日に、認定NPO法人制度がつくられました。
認定NPO法人になると、その法人へ寄付をした市民や企業などの寄付者が、
税制上優遇されるようになっています。
　認定NPO法人は、NPO法人のうち公益性、運営組織や活動について、「一
定の要件を満たしている」と所轄庁が認めた法人をいいます。 
　ただし、法人格を持たない団体がすぐに認定NPO法人になれるわけではあ
りません。まずは「認証」という制度でNPO法人格を取得し、実績を積んだ後、
所轄庁に「認定」の申請をするという流れになります。つまり、NPO法人が
グレードアップしてはじめて、認定NPO法人になれるということになります。
　では、どのようなNPO法人が認定NPO法人になれるのでしょう。NPO法
人制度は、市民が行う自由な公益活動を行政が管理するのではなく、一定の情
報公開により、市民が監視をするという特徴を持っていますが、認定NPO法
人制度は、さらに厳しい「認定基準」があります。特に、「多くの市民から支え
られているか」「組織運営が適正に行われているか」「自らの情報を広く公開し
ているか」という観点から、できる限り客観的に判断されるような制度となっ
ています。
　こうして広く市民から支えられ、適正な組織運営をしている認定NPO法人
には、そのご褒美として、市民からの寄付が増えるよう、税制優遇が与えられ
ることになっているのです。 
　なお、認定NPO法人の認定有効期間は認定された日から５年間です。有効
期間が来たら、更新手続が必要ですから、一度認定されたからといって安心し
てはいられないのです。

認定NPO法人制度の概要2


